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公開発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
(2)波及効果

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)知的財産権の確保に向けた取組
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公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的
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社会的背景

〇2011年の東日本大震災以降、再生可能エネルギーの導入拡大が望まれ
る中、我が国は世界第３位の地熱資源ポテンシャルを有すると推定されてお
り、地熱発電に大きな期待が掛かっている。

○地熱は、再生可能性エネルギーの中でも安定した出力が得られるので、ベー
スロード電源として扱われており、注目されている電源である。

事業の目的

○地熱資源の有効活用のための技術開発により、我が国の地熱発電の導入拡
大を促進することを目的とする。具体的な事業テーマは以下のとおりである。

環境配慮型高機能地熱発電システムの開発

現状未利用である低温域でのバイナリー発電システム開発

環境保全対策技術等の開発

地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発



公開Ⅰ ．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け

■ 固定価格買取（FIT）制度が施行（2012年7月）

地熱では、15MW未満では40円/kWh、15MW以上では

26円/kWhという買取り価格が設定され、地熱開発事業者

にとって、一定の採算性が確保されるに至った。

■ 「エネルギー基本計画」が閣議決定（2014年4月）

地熱発電の2030年度における導入見込量として最大で

約155万kW（2015年度実績 52万kW）、発電電力量113

億kWh（2015年度実績 26億kWh）が掲げられ、地熱発電

のさらなる導入拡大が期待されている。
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公開Ⅰ ．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け

4出典：資源エネルギー庁

【2030年度の導入目標の達成に向けた開発シナリオ】



公開Ⅰ ．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け

5出典：資源エネルギー庁

地熱構造調査、空中物探、
ヒートホール調査等

技術開発、各省庁間で
の調整、規制緩和、環

境アセス迅速化等

固定価格買取（FIT）

制度、条例制定支援、
自治体間ネットワー
キング、アドバイザ
リー委員会等
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■2012年の再生可能性エネルギーに対する固定価格買取制度以降、地熱発
電所の 商業発電開始は順調に伸びている（50件以上）が、いずれも中小規
模の案件であり、10MW以上の大規模案件は、開発リードタイムが10年以上
と長期となり、すぐには成果が出ないという課題がある。

■こうした中、大規模案件として、山葵沢地域（秋田県）では、2018年現在、建
設工事中であり、2019年に商業運転が予定されている。また、安比地域（岩
手県）は、2018年に環境影響評価手続きが終了し、2019年に建設工事を着
手する予定である。これらは、いずれもNEDO地熱開発促進調査により、地熱

資源の賦存が確認された地域であり、今後、こうした地域で地熱発電所が立
地されることが期待される。

■既存の地熱発電所で、未利用熱水を利用したバイナリー発電機の設置が、
滝上発電所（大分県、2017年）や山川発電所（鹿児島県、2018年）でそれぞ
れ実施されており、未利用熱の有効活用が図られている。

◆国内の地熱開発の動向
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Ⅰ ．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性



公開

■再生可能エネルギーの拡大が推進されている中、地熱発電については、火山国
である地熱資源を保有する米国、フィリピン、インドネシア、メキシコ、ニュージー
ランド、イタリア等で、国家レベルで導入拡大に向けた取組が実施され、発電設
備容量や発電量は年々上昇を続けている。

■インドネシアでは、日本企業の総合商社（三菱商事、住友商事）や電力会社（九
州電力、東北電力）も資本参加を行っており、積極的な海外活動を展開している。

■世界の地熱用タービン発電機シェアでは、日本のメジャーな重電メーカー3社（三
菱日立パワーシステムズ、東芝及び富士電機）で約3分の2を占めており、国際
競争力があり、今後も、シェアの維持が期待される。

■我が国は、JICAによりODA活動が実施され、アフリカ（ケニア、エチオピア、ジブチ

等）、東南アジア（インドネシア等）、及び中南米（コスタリカ、ペルー、ボリビア、エ
クアドル等）のそれぞれの諸国に対して、人材育成、探査技術の技術開発、円借
款等の資金提供、試掘支援等の活動を実施している。

◆国外の地熱開発の動向
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Ⅰ ．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性



公開
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１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

社会的必要性が大きい

再生可能エネルギーの普及の拡大による温室効
果ガス排出量削減

国産のエネルギーの有効活用によるエネルギー
セキュリティーへの貢献と国内産業活性化

民間企業単独での実施が困難

目標としている発電設備容量達成には、迅速に対
応する必要がる。
技術開発の難易度が高い。
開発期間が長期であり、リスクが高い。

NEDOが推進すべき事業である



公開
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西暦 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04
昭和・平成 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

資源調査関連

探査技術関連

掘削技術関連

生産技術関連

新タイプ発電関連

全国地熱基礎調査

全国地熱資源総合調査

深部地熱資源調査

仙台・栗駒地域調査

高密度MT法

断裂型貯留層探査法開発

逸水対策技術

MWDシステム開発

低温熱水還元

熱水の地下還元メカニズム

バイナリーサイクル発電

高温岩体発電技術（要素技術）

貯留層変動探査法開発

硫化水素除去技術

炭酸カルシウム付着防止

熱水の最適生産手法

可採量増大技術

深部地熱資源採取技術

トータルフロー発電プラント

深層熱水

S55～H4

S48～S58

H4～12

S55～63

S59～63

S63～H8

H9～14

S61～H2

H3～13

S56～63

S57～H1

S58～60

S59～60

S60～63

H1～6

H4～13

S55～H12

S55～57

S60～H14

S55～60

【NEDOの地熱技術開発の経緯】

◆他の機関との関係

2002年度
終了

1980年度NEDO設立⇒

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性



公開１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性
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〇2012年の独法見直しにより、NEDO業務
の多くがJOGMECへ移管

資源調査

①全国地熱資源総合調査

②地熱開発促進調査

探査技術開発

①地熱探査技術等検証調査

②深部地熱資源調査

③貯留層変動探査法開発

利用技術の開発（掘削、生産、発電）

①高温岩体発電システム

②バイナリー発電プラント

③深部地熱資源採取技術

地熱開発助成事業

①地熱発電開発費補助金

②調査井補助金

【旧NEDO】 【JOGMEC】 【現NEDO】

地熱調査

助成金事業

空中物探

ﾋｰﾄﾎｰﾙ調査

技術開発

（探査、掘削、

貯留層、EGS）

開発支援

（出資、

債務保証）

技術開発

（利用技術等）

※ JOGMEC：石油天然ガス金属鉱物資源機構

※EGS:人工的に貯留層に手を加え、生産量増大を
図る技術（高温岩体、透水性増大、涵養）

◆他の機関との関係



公開
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地熱資源開発技術
（探査、貯留層、
掘削、EGS等）

地熱発電利用技術
（井戸～地上設備、
その管理手法等）

次世代ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ技術
（超臨界地熱発電）

環境保全対策技術
（環境アセスメント、自然公園特別地域対策等）

相互
連携

JOGMEC NEDO

NEDO

NEDO

METI「地熱発電の導入促進に資する技術開発」
平成29年度政府予算

130億円

前倒し環境調査
12億円

地熱調査助成金
90億円

※財政投融資分123億円を除く
（JOGMEC出資・債務保証事業）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆他の機関との関係



公開
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◆技術戦略上の位置づけ

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性



公開

◆実施の効果 （費用対効果）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

プロジェクト費用の総額

NEDO負担分 ：47億円（H25～H29年度）

導入予測(2030年頃)

発電容量 ：最大で約155万kW

発電量 ：110億kWh

市場規模予測 ：約1.0兆円

ＣＯ2削減効果 ：約620万トン-CO2/年
13

〇2030年頃に、最大で約155万kWの発電容量、及び110億kWhの発電量の達成が
見込まれる。これによるCO2排出削減量は、約620万トン-CO2/年である。

〇これまでのバイナリー発電システム開発や今年度から着手するIoT-AI技術等を
適用した運転管理の高度利用化技術の成果等により、多くの温泉地等で中小
規模地熱発電や熱利用が普及し、大規模地熱開発への、地域との合意形成等
に役立つ資料を提供する。
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◆事業の目標

Ⅱ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性
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[研究開発項目と最終目標]

(1)環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発
地熱発電システムの高効率化に資する技術（熱効率を20%以上に向上させる技
術等）を確立する。

(2)低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発
未利用の温泉熱を利用した低温域のバイナリー発電について、熱効率7％以上

に資するシステムを確立するとともに、スケール対策、腐食対策、二次媒体の高
性能化に係る技術を確立する。

(3)発電所の環境保全対策等技術開発

ガス漏洩防止技術や拡散シミュレーション技術、発電所の高度利用に向けた技
術（発電能力や利用率の回復・維持・向上のための技術、付加価値増大を実現
する技術）等を確立する。

(4) 地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発
上記(1)～(3)以外で地熱発電導入拡大に資する革新的技術開発を行う。
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◆研究開発のスケジュール（～H29年度まで）

Ⅱ ．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

15

プロジェクト開始当初は、プロジェクト期間は平成25～29年度の5か年。
平成27年にそれまでの2か年の状況やプロジェクトの中間評価の結果を踏まえ、発
電所の高度利用化（発電能力の回復・維持・向上等）に係る項目を追加し、主に還元
井延命化（シリカ対策）に係る技術テーマを採択。
平成29年度に「エネルギー・環境イノベーション戦略（H28.4）」を受け、超臨界地熱発
電に係る実現可能性調査を実施。
これまでに、２２テーマの研究開発を採択。

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

①環境配慮型高機能地熱発
電システムの機器開発

②低温域の地熱資源有効活
用のための小型バイナリー
発電システムの開発

③発電所の環境保全対策等
技術開発

④地熱発電の導入拡大に資
する革新的技術開発

要素技術開発

設計

設計・試作 実証

設計・試作 実証

超臨界FS

環境保全対策技術開発

還元井延命化（シリカ対策）

中間評価
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◆研究開発のスケジュール（H30.2 基本計画改定）

Ⅱ ．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

事業期間を平成32年度まで延長。テーマ①及び②は終了し、平成27年度に追加した
高度利用化を中心に、テーマを追加拡充。
超臨界地熱については、独立したプロジェクトとして分離。

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

①高機能発
電システム

②小型バイ
ナリー開発

③環境保全
対策

④高度利用
化

⑤革新的技
術開発 超臨界FS

中間評価
超臨界地熱発電技術開発

還元井延命化

未利用地熱エネルギー活用

管理高度化（IoT・AI技術等）

別PJで実施

中間評価 事後評価

環境アセスメント手法開発

14
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2件

◆事業の目標

Ⅱ ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性
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個別テーマ22件のうち10件が「研究開発項目（４）地熱発電の導入拡大に資
する革新的技術開発」に分類されており、開発目標が研究開発項目（１）～
（３）のいずれかに整理が可能であり、再整理を実施した。

研究開発項目 採択時件数 目標

(1)環境配慮型高機能地熱
発電システムの機器開発

１
①地熱発電システムの高効率化に資する技術（熱効率を20%以上
に向上させる技術等）の確立

(2)低温域の地熱資源有効
活用のための小型バイナ
リー発電システムの開発

6

未利用の温泉熱を利用した低温域のバイナリー発電について、
①熱効率7％以上に資するシステムの確立
②スケール対策、腐食対策に係る技術の確立
③二次媒体の高性能化に係る技術の確立

(3)発電所の環境保全対策
技術等開発 5

①ガス漏洩防止や拡散シミュレーション技術等の確立
②発電所の高度利用に向けた技術（発電能力や利用率の回復・維
持・向上のための技術、付加価値増大を実現する技術）等の確立

(4)地熱発電の導入拡大に
資する革新的技術開発

10

上記(1)～(3)以外で地熱発
電の導入拡大に資する革
新的技術開発を行う。

・地熱発電システム（熱効率20％）
・バイナリー発電（熱効率７％）
・スケール対策
・環境保全対策
・超臨界地熱の実現可能性調査

個別テーマの分類整理

1件

4件

1件

2件
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◆事業の目標

Ⅱ ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性
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個別テーマ テーマ目標
再分類後の

研究開発項目先

地熱発電適用地域拡大のためのハイブリッド熱
源高効率発電技術の開発

発電効率20％以上の発電システムの実証
（１）：地熱システム熱効
率20%以上

事業採算性と環境保全を考慮したバイナリー発
電システムに供するタービン発電機の開発設計

システム効率7％を達成可能なバイナリター
ビン発電機を設計する。

（２）-①：バイナリー熱効
率７％以上

低温域の地熱資源有効活用のためのスケール
除去技術の開発

150ｐｐｍ以下までシリカ除去可能な装置の
開発

（２）-②：スケール対策

温泉熱利用発電のためのスケール対策物理処
理技術の研究開発

スケール対策の年間運用コストを従来の浚
渫・薬注コストに比較し20％低減

（２）-②：スケール対策

電気分解を応用した地熱発電用スケール除去装
置の研究開発

既存のスケール対策装置よりもコスト優位性
のある有隔膜式電解装置を開発する。

（２）-②：スケール対策

バイナリー式温泉発電所を対象としたメカニカル
デスケーリング法の研究開発

スケール除去に関する導入・運用コストを
20％低減する

（２）-②：スケール対策

地熱発電プラントのリスク評価・対策手法の研究
開発（スケール／腐食等予測・対策管理）

地熱発電プラントの操業におけるリスク評価
システム技術を確立する

（３）-① ：環境保全対策

還元熱水高度利用化技術開発（熱水中のスケー
ル誘因物質の高機能材料化による還元井の延
命・バイナリー発電の事業リスク低減）

シリカ回収技術により還元井寿命を２倍以上
に延命化可能であることを示す

（３）-① ：環境保全対策

天然・人工地熱システムを利用した超臨界地熱
発電の発電量、経済性および安全性に関する詳
細検討

超臨界地熱資源からの熱抽出が可能である
ことを示すこと、並びに、従来の地熱発電の
発電コストと同等であることを示すこと。

（４）のまま

超臨界地熱場における革新的モニタリング及び
シミュレーション技術の詳細検討

超臨界地熱資源からの熱抽出が可能である
ことを示すこと、並びに、従来の地熱発電の
発電コストと同等であることを示すこと。

（4）のまま

（４）地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発
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◆研究開発目標と根拠

Ⅱ ．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性
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研究開発項目 研究開発目標 根拠

(1)環境配慮型高機能
地熱発電システムの
機器開発

地熱発電システムの高効率化に資す
る技術（熱効率を20%以上に向上させ

る技術等）を確立する。

国内既存地熱発電所の熱効率の実績
である平均14%に対し、4割改善となる
20%を目指す。

(2)低温域の地熱資源
有効活用のための小
型バイナリー発電シス
テムの開発

未利用の温泉熱を利用した低温域の
バイナリー発電について、熱効率7％

以上に資するシステムを確立するとと
もに、スケール対策、二次媒体の高性
能化に係る技術を確立する。

現状の先端技術であるアンモニアバイ
ナリー発電システムの設計熱効率（年
平均5.41%、冬期6.57%、夏期2.76%）
の3割改善となる年平均7%とした。

(3)発電所の環境保全
対策技術等開発

ガス漏洩防止技術や拡散シミュレー
ション技術、発電所の高度利用に向
けた技術（発電能力や利用率の回復・
維持・向上のための技術、付加価値
増大を実現する技術）等を確立する。

環境アセスメントで必要な硫化水素拡
散挙動予測が簡易に短期間でできれ
ば、アセス期間が短縮できる。

(4)地熱発電の導入拡
大に資する革新的技
術開発
※分類整理後

超臨界地熱資源からの熱抽出が可能
であることを示すこと、並びに、従来の
地熱発電の発電コストと同等であるこ
とを示すこと。

実現可能性調査として、超臨界地熱発
電の工学的・経済的な実現可能性を調
査する必要がある。

※開発テーマの分類整理後
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公開

NEDO

Ⅱ. 研究開発マネジメント (3) 研究開発の実施体制の妥当性

1-1)地熱複合サイク
ル発電システムの開
発

◆研究開発の実施体制 全体概要

1-2)地熱発電適用地
域拡大のためのハイ
ブリッド熱源高効率
発電技術の開発

2-1)無給油型スクロー
ル膨張機を用いた高効
率小型バイナリー発電
システムの実用化

2-2)温泉の蒸気と温水
を有効活用し、腐食・
スケール対策を施した
ハイブリッド型小規模
発電システムの開発

2-3)スケール対策を施
した高効率温泉熱バイ
ナリー発電システムの
研究開発

2-4)水を作動媒体とす
る小型バイナリー発電
の研究開発

2-6)炭酸カルシウム
スケール付着を抑制
する鋼の表面改質技
術の開発

2-11)環境負荷と伝熱
特性を考慮したバイ
ナリー発電用高性能
低沸点流体の開発

2-7)低温域の地熱資源
有効活用のためのス
ケール除去技術の開発

2-8)電気分解を応用
した地熱発電用ス
ケール除去装置の研
究開発

2-9)温泉熱利用発電
のためのスケール対
策物理処理技術の研
究開発

2-10)バイナリー式温
泉発電所を対象とし
たメカニカルデス
ケーリング法の研究
開発

2-5)事業採算性と環境
保全を考慮したバイナ
リー発電システムに供
するタービン発電機の
開発設計

3-5)シード循環法に
よるシリカスケール
防止技術の研究開発

3-6)還元熱水高度利
用化技術開発3-2)地熱発電所に係

る環境アセスメント
のための硫化水素拡
散予測数値モデルの
開発

3-3)温泉と共生し
た地熱発電のための
簡易遠隔温泉モニタ
リング装置の研究開
発

3-4)エコロジカ
ル・ランドスケー
プデザイン手法を
活用した設計支援
ツールの開発

3-1)硫化水素拡散
予測シミュレー
ションモデルの研
究開発

3-7)地熱発電プラン
トのリスク評価・対
策手法の研究開発
（スケール／腐食等
予測・対策管理）

4-1)天然・人工地熱
システムを利用した
超臨界地熱発電の発
電量、経済性および
安全性に関する詳細
検討）

4-２)超臨界地熱場
における革新的モニ
タリング及びシミュ
レーション技術の詳
細検討

(1)高機能地熱発電
システム

(2)小型バイナリー発電システム (3)環境保全対策等 (4)革新的技術開発

（発電システム） （スケール・低沸点媒体） （環境保全対策） （高度利用技術）

現地調査会

非公開発表

凡例

研究開発テーマ名
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公開

NEDO

Ⅱ. 研究開発マネジメント (3) 研究開発の実施体制の妥当性

1-1) (株)東芝

◆研究開発の実施体制 全体概要

1-2) (一財)電力中央
研究所、富山大学

2-1)アネスト岩田(株)

2-2) アドバンス理工
(株) (株)馬渕工業所

2-3)京葉プラントエン
ジニアリング(株)

2-4) (一財)エネル
ギー総合工学研究所
、(株)アーカイブワー
クス 、東京大学

2-6) 東京海洋大学、
(株)エディット、横浜
国立大学、長崎大学

2-11) 東京大学、旭
硝子(株)

2-7) (株)超電導機構、
大阪大学、(国研)産業
技術総合研究所

2-8)イノベーティ
ブ・デザイン＆テクノ
ロジー(株)、静岡大学

2-9) 東北大学、東北
特殊鋼(株)、(株)テク
ノラボ

2-10) 秋田大学、
(株)管通、東北大学、
東京海洋大学

2-5)丸和電機(株)

3-5)富山大学、九州
大学、三菱マテリア
ルテクノ（株）

3-6) 地熱技術開発
(株) 、北九州市立
大学、日揮株式会社

3-2) (一財)電力中
央研究所

3-3) (国研)産業技術
総合研究所、地熱エ
ンジニアリング(株)、
横河電機（株）

3-4) 清水建設(株)、
(株)風景デザイン研
究所、法政大学

3-1) 日揮株)、明
星大学

3-7) 地熱技術開発
(株)、(国研)産業技
術総合研究所、エヌ
ケーケーシームレス
鋼管(株)

4-1) （国研）産業
技術総合研究所、東
北大学、秋田大学、
九州大学、 地熱エ
ンジニアリング
（株）、地熱技術開
発（株）、帝石削井
工業（株）、（株）
テルナイト、富士電
機（株）、（株）リ
ナジス、ＡＧＣセラ
ミックス（株）、金
属技研（株）

4-２) （一財）エン
ジニアリング協会、
京都大学、伊藤忠テ
クノソリューション
ズ（株）

(1)高機能地熱発電
システム

(2)小型バイナリー発電システム (3)環境保全対策等 (4)革新的技術開発

（発電システム） （スケール・低沸点媒体） （環境保全対策） （高度利用技術）

現地調査会

非公開発表

凡例

三菱重工業(株)

再委託

共同研究(NEDO負担率2/3)

委託研究(NEDO負担率1/1)

共同研究

委託研究
産業技術総合研究所

共同研究

共同研究

共同研究

九州大学

再委託

共同研究

委託研究

委託研究

鈴鹿高専

再委託

共同研究

委託研究

委託研究

委託研究

委託研究

委託研究

日本エヌ･ユー
エス(株)

再委託

委託研究

共同研究

委託研究

委託研究

委託研究

委託研究

委託研究

委託研究

委託研究

共同研究・委託研究先



公開

◆プロジェクト費用

◆費用 （単位：百万円）

研究開発項目
平成25
年度

平成26
年度

平成27
度

平成28
年度

平成29
年度 合計

(1)環境配慮型高機能地熱発電シ
ステムの機器開発

21.6 29.1 25.3 120.1 49.6 246

(2)低温域の地熱資源有効活用の
ための小型バイナリー発電システ
ムの開発

107.4 388.3 772.2 420.3 374.3 2,062

(3)発電所の環境保全対策技術等
開発

53.1 201.3 551.0 874.2 514.3 2,194

(4)地熱発電の導入拡大に資する
革新的技術開発

0.0 0.0 0.0 0.0 200.2 200

ＮＥＤＯ負担額合計 182.1 618.7 1,348.5 1,414.5 1,138.4 4,702

Ⅱ ．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

22

※開発テーマの分類整理後



公開Ⅱ ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

23

① 開発項目の着実な実施と確実な達成に向け、適時、技術委員会を開催（現地
開催を含む）し、ＮＥＤＯおよび実施者で実施内容や進捗を確認する会議を設け、
必要に応じた対応方法の修正等を実施した。

② 地熱発電所開発への期待が高まる社会情勢を鑑み、追加公募を複数回実施
する等、時勢を捉えた新しい手法や取り組みを新規に採択。また、当該事業の
進め方・あり方について、外部有識者による検討委員会をＮＥＤＯにて設置し、こ
れまでの開発項目のみならず、新たな開発項目に関しての議論も実施した。

③ 地熱学会学術講演会オーガナイズドセッション（平成28年度）にて成果の進捗

について報告し、第三者と多くの意見交換を行った。成果普及のためのアピール
となった。

④ 日本地熱協会と技術交流会を開催し、成果が得られている環境保全対策技術
の各テーマの紹介を行うとともに、平成29年度以降の新規テーマについて意見
交換を行い、地熱事業に関わる会社関係者から要望等を受けた。
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◆動向・情勢の把握と対応

Ⅱ ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

24

関係省庁との情報交換を密にすることにより、動向と情勢を把握しつつ、
開発マネジメントに活かしている。

情勢 対応

環境省において平成24年3月より「国立・国定

公園内の地熱開発の取り扱い」が通知され、
条件付きで特別地域（第2・3種）の開発が可

能となり、優良事例形成に向けた議論が開始
された。

優良事例形成に資する取り組みについては、
エコロジカル・ランドスケープデザイン手法を
活用した設計支援ツールの開発を採択（平成
26年12月採択）し、実施した。

内閣府で平成28年4月に策定された「エネル

ギー・環境イノベーション戦略」において、温
室効果ガス排出量を削減するポテンシャルが
大きい、有望な革新的技術として超臨界地熱
発電技術が挙げられた。

この政策を受け、平成29年度には、「超臨界
地熱発電の実現可能性調査」を実施した。平
成30年度以降は、地熱発電技術研究開発か
ら独立したテーマ化となる。

環境アセス迅速化を目的とした前倒し環境調
査（風力・地熱）が平成26年度から開始。

NEDOで開発された「硫化水素拡散予測シミュ
レーション」を安比及び鬼首に適用した。
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◆中間評価（H27年度実施）結果への対応

下記は、主な指摘事項に対する対応。

Ⅱ ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

25

前回の指摘 対応

1

エネルギー基本計画中の地熱発電量の目標値
を実現するためには、

発電目標とともに具体的に研究開発目標を記し
たロードマップが重要である。

経 産 省 で ロ ー ド マ ッ プ 見 直 し の 際 は 、
JOGMECと連携しつつ本プロジェクト成果が

参考とされる様、引き続き当事業の進捗状況
を共有し、平成３３年度の新規テーマ計画立案
に反映していく。

2

技術が最終的に普及していくかという点につい
ては、やはりコスト低減が不可欠であると考え
られることから、コスト低減を意識して進めて頂
きたいことと、海外への普及可能性やコストに
よる国際競争力についてのアプローチも望まれ
る。

製品・サービスに結びつく開発については、具
体的な価格設定等、コスト低減を意識した技術
開発を実施計画書に反映する等して徹底を図
る。また、国際競争力を考慮したテーマ作りも
今後検討していく。

3

モニタリング技術、景観配慮デザインなど、他
用途への適用が期待できる成果があることを積
極的に広報すべきである。

他用途への展開・普及を期待できる成果は地
熱協会、地熱関連の学会、研究会に限らず、
他の学会（火原協等）、展示会等にて他用途展
開の可能性も含めて積極的な広報に努める。
また、JOGMECとの連携も必要。
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◆中間評価（H27年度実施）結果への対応

Ⅱ ．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

26

前回の指摘 対応

4

地熱技術開発では、貯留層技術と地上設備技
術 と が 連 続 的 、 複 合 的 で あ る こ と か ら 、
JOGMEC事業との情報交換をさらに進め、将来
的には、連携して推進する体制（相乗効果）が
望ましい(地上と地下で分断する事業仕訳が障
害要因）。地熱多段階（カスケード）利用技術に
ついて配慮が必要である。

これまでは地下がJOGMECで地上がNEDOと

いう事業仕訳であったが、前者が資源開発技
術、後者が利用技術を推進し、お互いが連携
して成果を出すという方針の転換がなされた。
また、超臨界地熱のような次世代の長期的な
テーマについてはNEDOで行う方針が示され

た。なお、エネルギーの有効利用の仕方もテー
マとして検討していく。



公開Ⅱ ．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産権等に関する戦略および知的財産管理

27

・開発成果に対する取り扱いとして、委託事業の成果に関わる知的財産権
等については原則として、すべて実施機関に帰属させることとする（「国立研
究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術
業務方法書」第２５条の規定等）。

・実施機関においては、我が国の産業競争力の強化に資するべく、開発し
た技術や成果の特徴を踏まえた知的財産マネジメントを実施する。

・案件別に委託先間で知財合意書を締結し、研究開発責任者の法人が知
財マネジメント委員会を実施し、特許申請や成果の公表等を審議した。
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◆各実施者の開発概要

Ⅲ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

28

（１）環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発

実施者 (株)東芝 電力中央研究所、富山大

概要 1-1) フラッシュ方式と超臨界バイナリー方
式の複合サイクル発電システムの開発

1-2)地熱発電にその他の未利用エネル

ギーを組み合わせ、地熱発電の熱効率
向上、出力増加を図る

開発項目 低沸点媒体の選定、複合サイクルの最適
化、機器の開発、スケール抑制技術の開発

ハイブリッド（地熱＆バイオマス）発電シ
ステムの成立性・経済性評価、小規模
実証試験、スケールセンサーの開発

開発対象イ
メージ



公開

◆研究開発項目毎の目標と達成状況

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部達成、 ☓未達

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

29

研究開発
項目

目標 成果
達成
度

今後の課
題と解決

方針

(1)環境配
慮型高機
能地熱発
電システ
ムの機器
開発

地熱発電シ
ステムの熱
効 率 を 20%
以上に向上
させる技術
を確立する。

・（1.1）複合サイクル発電システム
にて熱効率20%以上のシステム設
計技術を確立。
しかし、実証試験の候補なく未実
施となり、事業終了となった。

・（1.2）ハイブリッドシステムでは、熱
効率20%を確認し、地熱とバイオマ
スのそれぞれ独立したシステムよ
りも、発電電力量は高く、発電コス
トも低減化できることが判明。

△×1

○×1

（1.1）実
証試験候
補地の選
定（未利
用坑井の
活用等）



公開

◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

（２）低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発

実施者 アネスト岩田(株) アドバンス理工(株)、(株)馬渕工
業所

京葉プラントエンジニアリング
(株)

概要 2-1)無給油型スクロール膨張機
を用いたバイナリー方式発電シ
ステムの開発

2-2)小規模の蒸気発電・温水発
電のハイブリッドシステムの開発

2-3)温泉水から低圧蒸気を発生

させ、スケールを除去する高効
率バイナリー発電システムの開
発

開発項目 発電効率向上、メンテナンスサイ
クル延長、コスト低減

スクロール型蒸気膨張機の開発、
温泉発電システムとのハイブリッ
ド化

スケール除去フラッシュタンク、
高効率熱交換器、蒸発式凝縮器、
温泉井戸における性能確認

開発対象
イメージ

温泉源
(熱水・
蒸気)

気水
分離機

蒸気膨張機

熱交換器

復水器

Ｇ

温水発電
システム

源泉
（温水利用）

目標①：低温域のバイナリー発電について、熱効率7%以上に資するシステムの確立

蒸発式
凝縮器

バイナリー発
電機

温泉水

受け
タンク

温
泉

蒸気

貯湯タンク

補給水

フラッシュタン
ク
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公開

◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

（２）低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発

実施者 ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所、
(株)ｱｰｶｲﾌﾞﾜｰｸｽ、東京大

丸和電機（株）

概要 2-4)水を作動媒体として用いるバイナ
リー発電システムの開発

2-5)環境に配慮した低沸点新冷媒を

採用し、無潤滑の磁気軸受けを搭載
したタービン発電機の開発設計

開発項目 水潤滑軸受など発電装置の開発、熱
交換器の高性能化、フィールドテスト

タービン発電機、磁気軸受け搭載回
転体設計、実用化・事業化検討

開発対象イ
メージ

目標①：低温域のバイナリー発電について、熱効率7%以上に資するシステムの確立

31
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公開

分類 利用技術
研究開発

テーマ 開発内容 成果/課題

効率向
上＋メ
ンテナ
ンス負
荷低減

潤滑油不使用、摺動
部低摩耗材料採用

2-1

無給油型スクロール膨張機
を用いたバイナリー方式発電
システムの開発

温熱源80℃の実証試験では熱効率（送電端）4.3%
であったが、ポンプや熱交換の最適化や熱の二次
利用等で高効率化の見通し。また、コスト11百万
円の見込みを得、事業化の見通しを得た。潤滑油
不使用での連続運転可能なシール材の材料設
計・評価を完了。

スケール除去フラッ
シュタンク、高効率熱
交換器、蒸発式凝縮
器

2-3

温泉水から低圧蒸気を発生
させ、スケールを除去する高
効率バイナリー発電システム
の開発

泉源に設置したシステム実証試験で熱効率（送電
端）8.7%（5.9～9.5%で推移）を確認。100℃温泉水を
低圧58kPa程度で85℃蒸気を抽出し、スケール除
去を確認。

効率向
上＋出
力向上

スクロール型蒸気膨
張機、スケール対策
熱交換器、汽水分離
器

2-2

小規模の蒸気発電（ﾌﾗｯｼｭ)・
温水発電（ﾊﾞｲﾅﾘｰ）の熱有効
利用（出力向上）を狙ったハ
イブリッドシステムの開発

実証試験で温水発電(3.2kW)＋蒸気発電(1.2kW)に
より4.4kWの出力を確認。熱効率（送電端）は、温
水発電は5.3～6.3%で実用化の見通しも得たが、蒸
気発電は2.6%であり、蒸気量の確保が課題。

効率向
上＋環
境配慮

水潤滑軸受、ツイン
タービン、可変ノズル、
高効率熱交換器

2-4
水を作動媒体として用いるバ
イナリー発電システムの開発

20 kW級タービン、熱交換器を設計・試作し、温泉
地でのシステム実証試験で温水65℃での発電を
確認した。定格20KW＠80℃は未達。

冷媒、磁気軸受、ター
ビン発電機

2-5

地球温暖化係数１、不燃性
の低沸点新冷媒を採用し、
無潤滑の磁気軸受け搭載の
タービン発電機の設計

遠心式タービンを設計完了し、タービン形状の最
適化により断熱効率86％を達成し、年間システム
効率（発電端）7.8％の可能性を得た。4～5年で初
期投資回収が可能な試算を得た。

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトとしての達成状況
小型バイナリー発電関連技術の開発 高効率＆実用性のあるシステムの見通しが得られた。



公開

◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

（２）低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発

実施者 東京海洋大、(株)エディット、長
崎大、横浜国立大

(株)超電導機構、大阪大、産業
技術総合研究所

ｲﾉﾍﾞｰﾃｨﾌﾞ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(株)、
静岡大

概要 2-6)表面改質によりスケール初

期付着を抑制しメンテナンス周
期を延長

2-7)スケールが析出する前段に

おいて磁気分離により温泉水内
シリカを除去する

2-8)電解水によるスケール除去

技術を応用し、電気分解により
スケールを除去する

開発項目 表面改質材の開発、スケール抑
制機構のモデル化

スケール成分の調査、スケール
除去のための前処理工程の開
発、磁気分離装置の開発

無隔膜電解装置、有隔膜電解装
置の開発

開発対象
イメージ

目標②：スケール対策技術の確立

ー

付
着
量 

ー

膜
厚 

時間 


初期付着線 


メンテナンス線 


開
発

材
 


従
来

材
 


B 


等 

A 


Ic 

Id 
Mc 


Md 
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公開

◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

（２）低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発

実施者 東北大、東北特殊鋼(株)、(株)テ
クノラボ

秋田大、(株)管通、東北大、東京
海洋大

概要 2-9)超音波及び高周波電磁処理
によるスケール付着防止

2-10)源泉の自噴を止めず、配管

を解体せずにスケールを機械的
に除去する

開発項目 強度・周波数可変型高出力高周
波電源、源泉坑井管内で運用で
きる超音波及び電磁場発生プ
ローブの開発、実証。

スケール付着計測技術、ウォー
タージェット及びピグを用いたス
ケール除去装置

開発対象
イメージ

目標②：スケール対策技術の確立
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35

分類 利用技術
研究開発

テーマ 開発内容 成果

スケール
除去
技術

メカニカル
(ウオーター
ジェット、ピ
グ)

2-10

源泉を止めずに使用できる、ウオーター
ジェット及びピグを用いたデスケーリング装
置を開発する。

非破壊でスケール厚さ±10mmの精度で測
定可能なモニタリングと、温泉熱水蒸気二
相流中でのデスケーリング実験に成功。配
管50ｍ長に対して年間運用コストを20％以
上低減可能なことを示した。

スケール
抑制
技術

金属材料の
表面改質

2-6

金属表面改質により、スケールを付着しに
くくして、温泉発電プラント環境におけるメン
テナンス間隔を延長する。

スケール付着量を80％低減する材料を開
発。メンテナンスまでの期間を現況と比較し
て1.5倍以上に延長する材料の設計指針と
そのシステムを提案した。

電気分解

2-8

出力20kW～50kWの温泉バイナリ―設備(温
泉水量60t/h)に対応した、電解スケール除
去装置を開発する。

有隔膜式電解装置を試作し、配管および
熱交換器へのスケール付着抑制効果を実
証。また既存スケール対策(薬剤+機械式)
に対し、コストの優位性が得られた。

超音波及び
高周波電磁
処理

2-9

出力300W以上の高周波電源、150℃以上
の耐熱性能を有し源泉内でも運用可能な、
超音波及び高周波電磁処理のハイブリッド
スケール防止装置を開発する。

ハイブリッドスケール防止装置の実証試験
（3か所）でスケール除去効果を確認。温泉
地の従来対策に対し最高約90％運用コス
ト低減を確認。

スケール
成分回収

磁気分離
2-7

50kW級温泉バイナリ―設備(湯量30t/h)に
対応可能な、シリカの濃度を150ppmまで低
減できる磁気分離装置を製作する。

処理温水量5t/hの磁気分離装置で、シリカ
濃度を目標の150ppmまで低減。処理能力
10t/hが経済的であるとの結論を得た。

◆プロジェクトとしての達成状況
スケール対策関連技術の開発 泉質、設置環境に応じた複数のスケール対策方法を取得

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義



公開

◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

（２）低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発

実施者 東京大、旭硝子(株)

概要 2-11)環境負荷、安全性に加え、熱効率向上及びシステ
ムの小型化を考慮した新たな低沸点媒体の開発

開発項目 要求される物性値の指針、新規媒体の合成、コンパクト
なバイナリーシステムの提案

開発対象イ
メージ

目標③：二次媒体の高性能化に係る技術
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公開

◆研究開発項目毎の目標と達成状況

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部達成、 ☓未達

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

37

研究開
発項目

目標 成果
達成
度

今後の課題と
解決方針

（△に対して）

（ 2 ） 低 温
域の地熱
資源有効
活 用 の た
めの小型
バ イ ナ
リ ー 発 電
シ ス テ ム
の開発

未利用の温泉熱
を利用した低温域
のバイナリー発電
について、熱効率
7%以上に資するシ
ステムを確立する。

・複数のバイナリーシステムが提案され、
熱効率7.8%のタービン発電機設計技術や、
温泉水から低圧蒸気を発生させスケー
ルを除去するバイナリー発電システムに
よる熱効率8.7％などが実証できた。

〇×2

△×3

（2-1）（2-2）
必要な温熱
温度や蒸気
量 な ど の 条
件 を 満 足 す
るサイトの選
択が重要

スケール対策、腐
食 対 策 に 係 る 技
術を確立する。

・スケール対策では、源泉を止めずに付着
したスケールを除去するデスケーリング
技術や、薬品を使用せずスケール付着
抑制させる電気分解処理技術や電磁＋
超音波処理技術、上流でスケール濃度
を低減させる磁気分離技術などを確立し
た。

〇×3

△×2

（ 2-6 ） 複 数
の ス ケ ー ル
成分に対応
し た 対 策 の
構築

二次媒体の高性
能化に係る技術を
確立する。

・高性能低沸点作動流体の構造設計手法、
合成手法、物性値評価による選定に係る
技術を確立した。

〇×1



公開

◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

(3)発電所の環境保全対策技術研究開発①

実施者 日揮(株)、明星大学 電力中央研究所

概要 3-1)硫化水素拡散予測評価期間の短縮

化及び費用の削減を図るべく、風洞実
験に代わる計算負荷・普及性を考慮し
た拡散予測数値モデルを開発

3-2)硫化水素拡散予測評価期間の短縮化

及び費用の削減を図るべく、風洞実験に代
わる簡易及び詳細拡散予測数値モデルを
開発

開発項目 ・硫化水素の拡散挙動の調査

・拡散予測数値モデルの構築及び評価

・手法確立へ向けた取組

・発電所周囲の地形概況調査
・拡散予測手法の調査
・既存データの整備・解析
・簡易予測数値モデルの構築・評価
・詳細予測数値モデルの構築・評価
・手法確立へ向けた取組

開発対象イ
メージ

目標：ガス漏洩防止技術、拡散シミュレーション技術等の確立
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公開

◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

(3)発電所の環境保全対策技術研究開発①

実施者 産業技術総合研究所、地熱エンジニアリン
グ(株)、横河電機(株）

清水建設(株)、(株)風景デザイン研究所、法
政大

概要 3-3)温泉変動に関する正確なデータに基

づいた科学的な説明を行い地熱発電と温
泉の共生を図るため、高品位なバックグラ
ウンドデータの取得ができるハードウエア
を実用化。

3-4)エコロジカル・ランドスケープデザイン手

法を活用し、地域の自然環境や風致景観に
配慮した地熱発電所の設計・計画を支援す
るツールを開発する。

開発項目 モニタリング装置の設計・試作・実証試験 配慮手法のパタン化、自然環境分析手法、
景観分析手法、支援アプリの開発

開発対象イ
メージ

目標：ガス漏洩防止技術、拡散シミュレーション技術等の確立

配慮手
法パタン
組み合
わせ例
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◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

(3)発電所の環境保全対策技術研究開発①

実施
者

富山大学、九州大学
三菱マテリアルテクノ（株）

地熱技術開発株式会社
北九州市立大学
日揮株式会社

地熱技術開発(株)、産業技術総
合研究所、ｴﾇｹｰｹｰｼｰﾑﾚｽ鋼
管(株)

概要 3-5）少量の凝集剤添加で熱水中

の過飽和シリカを除去し、地熱貯
留槽への負荷を減らす。

3-6）熱水中のシリカをコロイダ

ルとして回収するシステム開
発。またリチウムも同時に回
収

3-7)腐食・スケール付着による

損傷事故の予測を行い、適正
な対策手法を提示するリスク評
価技術の確立

開発
項目 シリカ除去方法の開発、連続シリ

カ除去試験用プラントの設計、製
作、試験、実用化プラント設計

コロイダルシリカ回収技術、リ
チウム回収技術、事業化検討

腐食・スケールデータベースの
構築、モニタリング技術の開発、
リスク評価システムの開発、評
価実証試験

開発
対象
イメー
ジ

シリカ付着試験装置

目標：発電所の高度利用に向けた技術（発電能力や利用率の回復・維持・向
上のための技術、付加価値増大を実現する技術）等の確立

40
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◆研究開発項目毎の目標と達成状況

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部達成、 ☓未達

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

41

研究開
発項目

目標 成果
達成
度

今後の課題
と解決方針

（△に対して）

(３)
発電所
の環境
保全対
策技術
等開発

ガス漏洩防止技術
や拡散シミュレーショ
ン技術等を確立する。

・風洞実験の代替となる硫化水素の
拡散シミュレーションを開発し、高精
度な濃度予測とともに開発費・開発
期間の半減が実現できた。
・ステークホルダーとの合意形成に
利用できるエコロジカル・ランドス
ケープ手法、（3.4）温泉地との共生
に有効な簡易遠隔温泉モニタリング
装置などのツールを構築できた。

〇×2

△×2

（ 3-1 ） 拡 散
予測の精度
向 上 （ 追 加
モ デ ル ） が
課題

発電所の高度利用
に向けた技術（発電
能力や利用率の回
復・維持・向上のた
めの技術、付加価値
増 大 を 実 現 す る 技
術）等を確立する。

・還元熱水中のスケール成分の高い
回収効率と品質が実現できた。
・運用向上を図った地熱発電プラント
のリスク評価・対策手法などの技術
を確立できた。

〇×2

△×１

(3-5) シ リ カ
産廃処理費
を削減する
追加策が必
要
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◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

(4)地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発

（超臨界地熱発電技術）

42

○超臨界地熱とは

場所： 活動的および非活動的火山の下

深さ： 地下４～５km程度

水の相状態： 超臨界（374℃および22MPa以上）または準超臨界

マグマ・マントル由来の水（高塩濃度、高ガス濃度）

岩石物性： 脆性－延性遷移の下、もしくは、弾性－塑性境界

発電規模： >100MW規模

4～5km
400～500℃

1～3km
200～300℃
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◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

(4)地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発

（超臨界地熱発電技術）
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事前検討① 試 掘
事前

検討②

実証

試験

First Target Second Target

①実現可能性調査

②詳細事前検討

①試掘結果の検証

②実証試験への事前検討

普及・社会実装
（2050）

（2017-2019年度）

（2018-2020）

研究開発イメージ（ロードマップ）
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◆各実施者の開発概要

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

(4)地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発

目標：超臨界地熱資源からの熱抽出が可能であることを示すとともに、従来の
地熱発電の発電コストと同等であることを示すこと。当該要素技術の検討等。

44

実施者 産業技術総合研究所、東北大学、秋田
大学、九州大学、地熱エンジニアリング
(株)、地熱技術開発(株)、帝石削井工業
(株)、(株)テルナイト、富士電機(株)、(株)
リナジス、AGCセラミックス(株)、金属技
研(株)

エンジニアリング協会、京都大学、伊藤忠テ
クノソリューションズ

概要 天然・人工地熱システムを利用した超臨
界地熱発電の発電量、経済性、および
安全性に関する詳細検討

超臨界地熱フィールドにおける革新的モニ
タリング及びシミュレーション技術の詳細検
討

開発項目 ・超臨界水状態把握及び地下現象のシ
ミュレーション技術

・超臨界地熱発電の実現に必要な材
料・機器

・超臨界地熱発電システムの経済性評
価

・超臨界地熱発電システム地点開発に
おける環境影響の最小化と安全性確保

・超高温環境における長期連続観測システ
ム検討

・超臨界条件を含むシミュレーション技術検
討



公開

◆研究開発項目毎の目標と達成状況

◎ 大きく上回って達成、○達成、△一部達成、 ☓未達

Ⅲ ．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

45

研究開発
項目

目標 成果
達成
度

今後の課題と
解決方針

(４)地熱
発電の導
入拡大に
資する革
新的技術
開発

超臨界地熱資
源からの熱抽
出が可能であ
ることを示すと
ともに、従来の
地熱発電の発
電コストと同等
であることを示
すこと。要素技
術の検討。

・架空モデルにより、1坑
井あたり27～45MW、貯
留層あたり100MW以上の
発電が可能。
・現在の地熱発電所の発
電コストと同等であること
を 確 認 （ 9.8 ～ 12.6 円
/kWh）。
・要素技術として、モニタ
リング・シミュレーション
の各技術の詳細検討を
実施した。

○×1

△×1

地上設備の設
計が不十分の
箇所（シリカ対
策 、 腐 食 対 策
等）があり、さら
に2か年継続調
査を行うことで
技術課題の解
決と経済性 の
再評価を実施
する。



公開Ⅲ．研究開発成果 （2）知的財産権等の確保に向けた取組

◆知的財産等の取得、成果の普及

46

平成25年
度

平成26年
度

平成27年
度

平成28年
度

平成29年
度

計

特許出願(うち 外
国出願)

1(0) 3(0) 5(0) 4(0) 3(0) 16(0)

論文(うち 査読付
き)

0(0) 3(2) 9(8) 10(8) 9(9) 31(27)

研究発表・講演 3 33 41 40 40 157

新聞・雑誌等への
掲載

0 2 3 4 6 15

その他
（展示会出展等）

0 １4 7 5 8 34

○成果の普及については、NEDOは、技術情報流出に配慮しつつ、実用化・事業化を促
進するため、情報発信を行うように指導。

○NEDO自身も、学会・シンポジウムでの講演、専門誌への寄稿等を行っている。平成27
年6月末時点で講演13件、専門誌への寄稿1件。

※平成30年5月31日現在。
※NEDO成果報告会発表および、NEDO自身の件数は含まない



公開Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し

◆本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方

本事業における「事業化・実用化」とは、当該研究開発に
係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)
が開始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、
製品、サービス等の販売や利用により、企業活動(売り上
げ等)に貢献することをいう。

47



公開

◆実用化・事業化に向けた具体的取組

48

①環境配慮型高機能地熱発電システムの機器開発

＜ハイブリッド熱源発電システム＞性能、経済性、環境性、地域共生などの観点から最も
有望な「地熱/バイオマスハイブリッド熱源発電システム」の最大の課題は、地熱およびバ

イオマスの双方の賦存量が必要十分な開発候補地点の選定である。今後、本事業にてポ
テンシャル調査を実施した地域等において、実規模での実証試験が計画・遂行されること
を期待している。

開発候補地のポテンシャル調査（地熱資源+バイオマスポテンシャル推計値）

・北海道上川町＋周辺3町：蒸気フラッシュ150℃以上＋1万t/年。

・北海道弟子屈町：地熱開発有望地点3か所（町の調査）＋1.9万t/年。

・東北八幡平地域：澄川・大沼周辺で地熱開発進行中＋1.4万t/年

地熱開発事業者、電気事業者、自治体等への理解
促進を目的としたヒアリングを継続して実施

蒸気過熱試験の簡素化、標準化を目指すなど、本
システムの商用化に向けた取り組みを推進

*本事業にて調査した特定間伐等促進計画に基づくバイオマスの最大調達可能量

Ⅳ ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （1）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
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◆実用化・事業化に向けた具体的取組

49

②低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発

＜事業採算性と環境保全を考慮した タービン発電機の開発設計＞

エンジニアリングメーカをはじめ、将来的な市場とパート
ナーの調査を推進
NEDO 「ベンチャー企業等による新エネルギー技術革新支
援事業」でﾀｰﾋﾞﾝ発電機の実用化に向けた技術開発を計画

４～５年での初期投資回収の試算（年間販売台数10台以上）

Ⅳ ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （1）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
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◆実用化・事業化に向けた具体的取組

50

②低温域の地熱資源有効活用のための小型バイナリー発電システムの開発

・＜電気分解を応用した地熱発電用スケール除去装置の研究開発
スケール除去効果、採算性のあった有隔膜式電解装置で今後商品化を目指す。

経済産業省のサポイン事業(戦略的基盤
技術高度化支援事業)で工業分野(製造
現場)で実用化に向けた装置開発を継続
する。

システム構成図（循環洗浄方式）

有隔膜式電解装置

Ⅳ ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （1）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組



公開Ⅳ ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （1）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

◆実用化・事業化に向けた具体的取組

51

○開発した硫化水素拡散予測数値モデルが「改訂・発電所に係
る環境影響評価の手引（経済産業省）」に反映（H29.5）

⇒開発したモデルが、環境アセスメントで利用可能になった。

改訂・発電所に係る環境影響評価の手引（経済産業省） 【抜粋】

【第4章 六 予測の基本的な手法について】
イ 基本的な考え方

発電所の・・・従ってその着地濃度の予測は地形、建物の影響及び排
気の上昇過程の相似性を考慮した風洞実験、又は風洞実験に代替でき
る数値計算モデル（例えば、「地熱発電所から排出される硫化水素の大
気拡散予測のための数値モデル開発、大気環境学会誌、第52巻、第1号、
pp.19-29(2017)｣に示される数値計算モデル）により行う。



公開

◆実用化・事業化に向けた具体的取組

52

自然環境・風致景観への配慮手法
に関する参考資料「配慮手法パタン
参考集」を作成済み

自然環境や景観の調査・分析，発電所
の計画プロセスを記載した「自然環境・
風致景観配慮マニュアル」作成済み

エコロジカル・ランドスケープのデザイン手法

※地熱事業者から好評を得ており、今後、国立国定公園特別地域での調査・環境ア
セス・開発に本技術が適用される見込み

Ⅳ ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （1）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
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◆実用化・事業化に向けた具体的取組

53

ＰＶ(オプション)

基本センサ(温度，流量，電
気伝導度)＋プラグイン式セ
ンサによる泉質・目的に応じ
た多機能計測

各種通信方式（有線/無線）に対
応可能な通信インターフェース

様々な径，形状の給湯管
に接続可能なフレキシブ
ル配管インターフェース

ＰＶ，商用電源等
へ接続可能な電源
インターフェース

平準化，保護用内
蔵小型バッテリー

大容量リムー
バブルメモリ

外気温センサ

外部センサ
（水位計等）

【温泉モニタリングシステム】

開発されたモニタリング装置の普及促進
IoT-AI技術を適用した温泉資源適正利用化
の研究開発（平成30年～32年）

【プラントリスク手法開発】

開発されたデータベース・予測評価手法の公開
300～350℃領域のデータベース化作成等の研
究開発（平成30年～32年）

Ⅳ ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （1）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
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④地熱発電の導入拡大に資する革新的技術開発（超臨界地熱発電技術）

研究
開発項目

H29
2017

H30
2018

H31
2019

H32
2020

(1)

(2)

(3)

予算 2億円 3.4億円 6億円 4.4億円

モデルフィールドでの
詳細検討

HSE手法
開発

調査井
詳細設計

ケーシング材・セメント材開発

人工貯留層造成手法開発

坑井・発電システム検討

ケーシング材・
セメント材開発

人工貯留層
造成手法開発

モデリング
手法開発

ス
テ

ー
ジ

ゲ
ー

ト

モデルフィー
ルドでの詳細

検討

材料・機器
性能調査

水圧・減圧
破砕手法の

検討

超臨界地熱
資源の国内

外調査

熱抽出の
解析

経済性評
価

法令調査・
HSE検討

第①フェーズ
（実現可能性調査）

第②フェーズ
（試掘の詳細検討）

資源量評価
調査井仕様

調査井の
資材開発

モデリング
技術開発

◆実用化・事業化に向けた具体的取組

Ⅳ ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （1）成果の実用化・事業化に向けた具体的取組
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◆波及効果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （２）波及効果

55

・地熱発電プラントのリスク評価・対策手法開発では、平成30年度からの継続

案件終了後には、地熱の関連テーマ「超臨界地熱発電技術研究開発」へ継承
していくテーマとなる。

・簡易遠隔温泉モニタリング装置開発では、本装置が多くの温泉地に普及する
ことで、温泉事業者に地熱開発の理解が促進され、温泉事業者が中小規模の
地熱発電を導入する機会を与えるものとなり、温泉問題の緩和に資する。

・エコロジカル・ランドスケープの手法については、地熱開発以外でも、風力や
送電線鉄塔建設等の山間部での開発における景観予測ツールとなり、いろい
ろな分野での活用が期待される。


